
　高齢者が安心して住み慣れた地域で生活を続けられるよう、地域に根ざした総合相談窓口として、
在宅介護・地域包括支援センターを設置しています。
　高齢者に関するお悩みやお困りごとは、お住まいの地域の在宅介護・地域包括支援センターへご相談
ください。

武蔵野市健康福祉部高齢者支援課
〒180-8777　武蔵野市緑町2-2-28
FAX 0422-51-9218　
e-mail　sec-kourei@city.musashino.lg.jp
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相 談 窓 口

内　容 高齢者福祉及び介護保険制度に関すること 相談窓口 電話番号

問い合わせ

市の高齢者サービスに関すること 相談支援係 ☎60-1846

介護保険サービスの利用やサービス提供事業者に関すること 介護保険係
（介護サービス担当） ☎60-1925

要介護（要支援）認定に関すること 介護認定係 ☎60-1866
介護保険料、介護保険サービス利用料等に関すること 介護保険係 ☎60-1845
上記以外に関すること 管理係 ☎60-1940

令和３年６月

武 蔵 野 市

第8期（令和３～５年度）介護保険事業計画が始まりました

武蔵野市の介護保険第８期事業期間
（令和３年４月～令和６年３月）のポイント

武蔵野市の介護保険武蔵野市の介護保険武蔵野市の介護保険
●介護保険料を据え置きました●

武蔵野市の介護保険の特徴　    →３ページ

介護保険サービスを利用するには？   →４ページ

介護保険料基準額（平均額）が据え置かれました →５ページ

介護サービス利用時の自己負担割合について  →８ページ

武蔵野市独自の福祉サービスをさらに充実します →12ページ

住み慣れた地域で安心して生活を継続できる　
まちづくりを目指します　　    →10ページ

介護保険料は
いくら払えばいいの？

介護保険のサービスを
使うにはどうすればいいの？

施設名称 住所・電話番号 窓口時間
①ゆとりえ
　在宅介護・地域包括支援センター
　（社会福祉法人　武蔵野）

吉祥寺南町 4丁目 25番 5号
☎72－ 0313

・月曜日～土曜日
・午前8時 30分～午後 5時 15分
上記時間外は「特別養護老人ホームゆとりえ」に転送され電話相談になります。

②吉祥寺本町
　在宅介護・地域包括支援センター
　（特定非営利活動法人
　日本アビリティーズ協会）

吉祥寺本町 4丁目 20番 13号
☎23－ 1213

・月曜日～土曜日
・午前8時 30分～午後 5時 15分
上記時間外は携帯電話に転送され電話相談になります。

③高齢者総合センター
　在宅介護・地域包括支援センター
　（公益財団法人
　武蔵野市福祉公社）

緑町2丁目 4番 1号
☎51－ 1974

・月曜日～土曜日
・午前8時 30分～午後 5時 15分
上記時間外は携帯電話に転送され電話相談になります。

④吉祥寺ナーシングホーム
　在宅介護・地域包括支援センター
　（社会福祉法人　至誠学舎東京）

吉祥寺北町 2丁目 9番 2号
☎20－ 0847

・月曜日～土曜日
・午前8時 30分～午後 5時 15分
上記時間外は「特別養護老人ホーム吉祥寺ナーシングホーム」に転送され電話
相談になります。

⑤桜堤ケアハウス
　在宅介護・地域包括支援センター
　（社会福祉法人　武蔵野）

桜堤1丁目 9番 9号
☎36－ 5133

・月曜日～土曜日
・午前8時 30分～午後 5時 15分
上記時間外は「特別養護老人ホームゆとりえ」に転送され電話相談になります。

⑥武蔵野赤十字
　在宅介護・地域包括支援センター
　（日本赤十字社　東京都支部）

境南町 1丁目 26番１号
☎32－ 3155

・月曜日～土曜日
・午前8時 30分～午後 5時 15分
上記時間外は携帯電話に転送され電話相談になります。

⑦武蔵野市
　地域包括支援センター

緑町2丁目 2番 28号（市役所内）
☎60－ 1947

・月曜日～金曜日
・午前8時 30分～午後 5時（基幹型）
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　認定率（被保険者に占める認定者の割合）をみると、65歳以上の方の５人に１人
（19.6%）、75歳以上の３人に１人（33.4%）が要介護（要支援）認定を受けています。

　在宅及び居住系サービス・施設サービスの利用率・給付額がともに全国・東京都平均を
上回っています

武蔵野市の介護保険の特徴

●介護保険制度は、65歳以上の方（第１号被保険者）および医療保険に加入して
いる40歳～64歳の方（第２号被保険者）が保険料を支払い、介護が必要になっ
たときにサービスを利用するという社会保険制度です。加齢に伴い介護を必要
とする状態になっても、個人の尊厳を保持し、ご自身のもてる力を活用して、ご
自身の意思で主体的に生活ができるよう支援することを目的としています。
●また、介護保険法は、「要介護状態となることをご自身で予防するため、加齢に伴って生ずる心
身の変化を自覚して常に健康の保持増進に努める」とともに、要介護状態となった場合におい
ても、「進んでリハビリテーションなど適切な保健医療や福祉サービスを利用することによっ
て、ご自身のもてる力の維持向上を図るよう努力する」ことと定めています。
●介護保険事業は、これらの理念を達成するために、３年ごとに施設整備計画の見直しや介護保
険料の改定などを行うことになっています。武蔵野市は、令和３年４月からスタートした第８
期介護保険事業計画期間において、第７期と同様に「国の制度見直しに伴う課題・問題点を把握
したうえで、武蔵野市として地域の実情に応じた円滑な制度改正への対応とサービス水準の維
持・向上を目指す」ことを「基本的対応方針」とし、いわゆる団塊世代が後期高齢期を迎える、
2025年を含む第９期介護保険事業計画を見据えた施策の拡充、災害や感染症への対策に取り
組んでまいります。

介護保険は社会全体で支え合う社会保険制度です

武蔵野市ならではの
「まちぐるみの支え合いの仕組みづくり」を進めます

【2025年に向けて武蔵野市が目指す“高齢者の姿とまちづくり”】

■令和２年10月時点で高齢化率（人口
に占める65歳以上の割合）は22.2%
（4.5人に１人）、後期高齢化率（人口
に占める75歳以上の割合）は11.9%
（8.4人に１人）です。
■令和７（2025）年には団塊世代が後
期高齢者となるため、後期高齢化率
は13.2%に達し、さらに団塊ジュニ
ア世代が高齢者となる令和2 2
（2040）年には高齢化率が28.4%
（3.5人に１人）、後期高齢化率が
15.3％（6.5に１人）にまで増加する
見込みです。
■これに伴い、要介護（要支援）認定者
数も増加する見込みとなることか
ら、これに備えるために武蔵野市で
はまちぐるみの支え合いの仕組みづ
くりを強化します。

　いつまでもいきいきと健康に、ひとり暮らしでも、認知症になっても、中・重度の要介護状態になっ
ても、誰もが住み慣れた地域で生活できるまちづくりを着実に進め、武蔵野市における地域共生社会
を実現していきます。そのため、高齢者の自立支援と重度化防止へ向けた医療と介護の連携、高齢者の
生活を支える人材の確保と育成について重点的に取り組み、まちぐるみの支え合いの基盤をつくって
いきます。

■武蔵野市は、在宅及び居住系サービ
ス・施設サービス共に全国平均を上
回る「在宅大・施設大」のエリアに位
置します。「まちぐるみの支え合い
の仕組みづくり」推進のため在宅重
視の施策を推進してきた成果と共
に、これまでの施設整備によって施
設サービスが充実していることを
示しています。在宅及び居住系サー
ビス・施設サービス共に利用が活発
であることが武蔵野市の特徴です。
■第８期でも、在宅と施設のバランス
に考慮しながら、多機能な中・重度
要介護者向けサービスを充実して
いきます。

65歳以上１人当たり在宅サービス・施設サービス費用月額(都内市区町村比較)（令和元年度）
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自立支援・重度化防止へ向けた医療と介護の連
携

高齢者を支える人材の確保・育成

いつまでもいきいきと健康に

ひとり暮らしでも

認知症になっても

中・重度の
要介護状態になっても

誰もが
住み慣れた地域で
生活を継続できる

武蔵野市では
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介護保険サービスを利用するには？

介護保険サービスを利用するには、要介護（要支援）認定を受ける必要があります

　要介護度は、申請者ご本人の心身の状況を中心に、どれくらい「介護の手間」が必要であるかによっ
て判定され、要介護度に応じて、利用できるサービスの内容等が決定されます。要介護（要支援）認定の
具体的な流れは、下記のとおりです。

介護保険料基準額（平均額）が据え置かれました

介護保険料について

■第８期の介護保険料は、制度改正の影
響、国からの調整交付金の交付割合の
変更などの保険料減少の要因の一方、
第8期中の基盤整備による影響、介護
報酬改定、新型コロナウイルス感染症
の影響による所得の減少、及び認定者
数の増加に伴う給付費の自然増などの
上昇要因が上回り、保険料基準額は
6,799円に上昇します（第７期比＋
559円）。この上昇を抑制するため、介
護給付準備基金を７億1,238万１千円
取り崩すことにより、第１号被保険者
の保険料負担分を可能な限り軽減し、
第7期と同額の6,240円に据え置きま
した。

●国負担のうち、５％（※）は普通調整交付金として、各市区町村の後期高齢者人口や所得分布に応じた割合の金額が
交付されます。
●施設サービスや地域支援事業は財源構成の負担割合が一部異なります。

特定入所者介護サービス費、 
高額介護サービス費等 
2,084,199千円

地域密着型サービス費 
2,163,787千円

地域支援事業費
963,683千円

施設サービス費 
11,857,938千円

居宅サービス費 
19,686,536千円

第８期介護保険事業（令和３年４月～令和６年３月）

第８期介護保険事業費（令和３～令和５年度）
介護給付費　　　 35,792,460千円
地域支援事業費　　    963,683千円

   合計                    36,756,143千円

介護保険の財源構成について

※要支援・要介護認定者数は、平成12年度～平成30年度は３月末時点実績値、
　令和３年度は10月１日時点推計値

第２号被保険者
（40～64歳）
27.0％

第１号被保険者
（65歳以上）
23.0％

東京都
12.5％

市
12.5％

国
20.0％+5.0％※
25.0%

公費
50.0％

保険料
50.0％

平成12年度
（第１期）
3,300円

平成15年度
（第２期）
3,700円

平成18年度
（第３期）
4,700円

平成21年度
（第４期）
4,700円

平成24年度
（第５期）
5,160円

平成27年度
（第６期）
5,960円

平成30年度
（第７期）
6,240円

介
護
保
険
給
付
費
（
百
万
円
）

年度・事業期・保険料基準月額
介護給付費計

介護保険給付費と要介護（要支援）認定者数の推移
（第 1期～第 8期の各初年度）

要介護（要支援）認定

コンピュータによる一次判定

要介護
１～５

要支援
１・２

非該当
（自立）

総合事業
対象者

ケアプランの作成
（地域包括支援センターに依頼）

介護サービスを
利用

介護予防
サービスを利用

（介護予防福祉用具貸与、
介護予防通所リハビリ
テーション等）

介護予防・日常生活支援
総合事業

介護サービスは
利用でき
ませんが、
健康づくり・
介護予防事業を
利用できます。

①新規でサービスを利用する方
②要介護（要支援）認定の更新を迎えた方の
　うち右枠の対象にならない方
③第 2号被保険者（40～ 64歳）

相談・申請

非該当
（自立）

ケアプランの作成
（地域包括支援センターに依頼）

介護認定審査会
（保健・医療・福祉の専門家による二次判定）

ケアプランの作成
（居宅介護支援事業所に依頼）

基本チェックリスト
（お元気アンケート）

主治医
意見書

主治医

認定
調査票

認定調査員

高齢者支援課
在宅介護・地域包括支援センター

高齢者支援課または
在宅介護・地域包括支援センター職員が
訪問調査します。

高齢者支援課または
在宅介護・地域包括支援センターへ相談・申請してください。

要
介
護
（
要
支
援
）
認
定
者
数
（
人
）

要介護（要支援）認定者数

（訪問型サービス・
通所型サービス）

令和３年度
（第８期）
6,240円

訪問調査

総合事業

更新時に要支援１・２で介護予防訪問介護、介護
予防通所介護のみを利用していて、更新後も同様
のサービスを希望する方
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6,337 6,878
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11,529
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6,203

6,450 6,866

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000



4 5

介護保険サービスを利用するには？

介護保険サービスを利用するには、要介護（要支援）認定を受ける必要があります

　要介護度は、申請者ご本人の心身の状況を中心に、どれくらい「介護の手間」が必要であるかによっ
て判定され、要介護度に応じて、利用できるサービスの内容等が決定されます。要介護（要支援）認定の
具体的な流れは、下記のとおりです。

介護保険料基準額（平均額）が据え置かれました

介護保険料について

■第８期の介護保険料は、制度改正の影
響、国からの調整交付金の交付割合の
変更などの保険料減少の要因の一方、
第8期中の基盤整備による影響、介護
報酬改定、新型コロナウイルス感染症
の影響による所得の減少、及び認定者
数の増加に伴う給付費の自然増などの
上昇要因が上回り、保険料基準額は
6,799円に上昇します（第７期比＋
559円）。この上昇を抑制するため、介
護給付準備基金を７億1,238万１千円
取り崩すことにより、第１号被保険者
の保険料負担分を可能な限り軽減し、
第7期と同額の6,240円に据え置きま
した。

●国負担のうち、５％（※）は普通調整交付金として、各市区町村の後期高齢者人口や所得分布に応じた割合の金額が
交付されます。
●施設サービスや地域支援事業は財源構成の負担割合が一部異なります。

特定入所者介護サービス費、 
高額介護サービス費等 
2,084,199千円

地域密着型サービス費 
2,163,787千円

地域支援事業費
963,683千円

施設サービス費 
11,857,938千円

居宅サービス費 
19,686,536千円

第８期介護保険事業（令和３年４月～令和６年３月）

第８期介護保険事業費（令和３～令和５年度）
介護給付費　　　 35,792,460千円
地域支援事業費　　    963,683千円

   合計                    36,756,143千円

介護保険の財源構成について

※要支援・要介護認定者数は、平成12年度～平成30年度は３月末時点実績値、
　令和３年度は10月１日時点推計値

第２号被保険者
（40～64歳）
27.0％

第１号被保険者
（65歳以上）
23.0％

東京都
12.5％

市
12.5％

国
20.0％+5.0％※
25.0%

公費
50.0％

保険料
50.0％

平成12年度
（第１期）
3,300円

平成15年度
（第２期）
3,700円

平成18年度
（第３期）
4,700円

平成21年度
（第４期）
4,700円

平成24年度
（第５期）
5,160円

平成27年度
（第６期）
5,960円

平成30年度
（第７期）
6,240円

介
護
保
険
給
付
費
（
百
万
円
）

年度・事業期・保険料基準月額
介護給付費計

介護保険給付費と要介護（要支援）認定者数の推移
（第 1期～第 8期の各初年度）

要介護（要支援）認定

コンピュータによる一次判定

要介護
１～５

要支援
１・２

非該当
（自立）

総合事業
対象者

ケアプランの作成
（地域包括支援センターに依頼）

介護サービスを
利用

介護予防
サービスを利用

（介護予防福祉用具貸与、
介護予防通所リハビリ
テーション等）

介護予防・日常生活支援
総合事業

介護サービスは
利用でき
ませんが、
健康づくり・
介護予防事業を
利用できます。

①新規でサービスを利用する方
②要介護（要支援）認定の更新を迎えた方の
　うち右枠の対象にならない方
③第 2号被保険者（40～ 64歳）

相談・申請

非該当
（自立）

ケアプランの作成
（地域包括支援センターに依頼）

介護認定審査会
（保健・医療・福祉の専門家による二次判定）

ケアプランの作成
（居宅介護支援事業所に依頼）

基本チェックリスト
（お元気アンケート）

主治医
意見書

主治医

認定
調査票

認定調査員

高齢者支援課
在宅介護・地域包括支援センター

高齢者支援課または
在宅介護・地域包括支援センター職員が
訪問調査します。

高齢者支援課または
在宅介護・地域包括支援センターへ相談・申請してください。

要
介
護
（
要
支
援
）
認
定
者
数
（
人
）

要介護（要支援）認定者数

（訪問型サービス・
通所型サービス）

令和３年度
（第８期）
6,240円

訪問調査

総合事業

更新時に要支援１・２で介護予防訪問介護、介護
予防通所介護のみを利用していて、更新後も同様
のサービスを希望する方

3,952

6,337 6,878
7,597

8,822
9,520 10,071

11,529
3,063

4,272
4,770

5,189

5,741
6,203

6,450 6,866

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000



6 7

　介護保険料の所得指標である合計所得金額について
「長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額」や
「公的年金等に係る雑所得」を控除した額を用いるよう変
更されました。なお、利用者負担割合や、高額介護サービ
ス費及び特定入所者介護サービス費の利用者負担段階に
用いられる合計所得金額も同様の取扱いとなります。

山路を登りながらあなたの介護保険料は？

65 歳以上 ( 第１号被保険者 ) の方

40 ～ 64 歳（第２号被保険者）の方

国民健康保険に加入している方 同じ世帯で国民健康保険に加入している40～64歳の方全員の介護納付金と国民健康保険　
税を合わせて、世帯主が納めます。

職場の健康保険に加入している方 加入している医療保険者が金額を算定し、医療保険の保険料と合わせて給与天引きなどで　
徴収されます。詳しい保険料の金額については、各医療保険者にお問い合わせください。

合計所得金額が
125万円未満

合計所得金額が
160万円以上210万円未満

合計所得金額が
220万円以上320万円未満

合計所得金額が
320万円以上400万円未満

合計所得金額が
600万円以上800万円未満

合計所得金額が
125万円以上160万円未満

合計所得金額が
210万円以上220万円未満

同一世帯に
住民税が課税
されている人は？

合計所得金額(※１) 

によって14段階に
分かれます

ご本人の
住民税は？

なおかつ
120万円より
多い？

公的年金等の収入額と
その他の合計所得金額(※2) の
合計は80万円より多い？

老齢福祉
年金は？

公的年金等の収入額と
その他の合計所得金額の合計は

80万円より多い？

合計所得金額が
400万円以上600万円未満

合計所得金額が
800万円以上1,000万円未満

合計所得金額が
1,500万円以上2,000万円未満

合計所得金額が
3,000万円以上5,000万円未満

合計所得金額が
5,000万円以上

合計所得金額が
1,000万円以上1,500万円未満

合計所得金額が
2,000万円以上3,000万円未満

課
税

非
課
税

ない

いる

ある

120万
円以下

80万円
以下

120万円
より多い

80万円以
下

80万円
より多い

80万円
より多い

第3段階　30,000円
（月額2,500円）

第8段階　88,400円
（月額およそ7,366円）

第4段階　46,500円
（月額3,875円）

第9段階　89,200円
（月額およそ7,433円）

第5段階　60,000円
（月額5,000円）

第10段階　104,900円
（月額およそ8,741円）

第6段階　67,400円
（月額およそ5,616円）

第7段階　78,700円
（月額およそ6,558円）

第2段階　21,000円
（月額1,750円）

第12段階　116,100円
（月額9,675円）

第17段階　209,700円
（月額17,475円）

第13段階　134,800円
（月額およそ11,233円）

第18段階　224,700円
（月額18,725円）

第20段階　254,600円
（月額およそ21,216円）

第19段階　247,200円
（月額20,600円）

第14段階　153,600円
（月額12,800円）

第15段階　176,000円
（月額およそ14,666円）

第16段階　194,700円
（月額16,225円）

第11段階　107,100円
（月額8,925円）

第1段階　21,000円
（月額1,750円）

いない

(※１) 介護保険における「合計所得金額」とは、介護保険
法施行令上の合計所得金額をさします。収入から
公的年金控除や給与所得控除、必要経費を控除し
た後の金額のことで、基礎控除や人的控除等の控
除をする前の金額（損失の繰越控除を受けている
場合は、その適用前の金額）です。ただし、「分離課
税所得に係る長期譲渡所得・短期譲渡所得の特別
控除額」を差し引いた後の金額を用います。また、
税制改正による給与所得控除及び公的年金控除の
控除額の引き下げが影響しないよう、調整を行っ
た後の金額です。

(※２) その他の合計所得金額とは、合計所得金額から公
的年金等に係る雑所得金額を差し引いた金額で
す。

●第１段階～第４段階に記載されている金額は公費によ
る負担軽減後の額です(軽減前は第１・２段階が 
35,800 円、第３段階が 48,700 円、第４段階が 50,200 
円）。
●老齢福祉年金とは、国民年金が発足した昭和 36 年の当
時に既に高齢等であったことを理由に国民年金を受け
取ることができない方を救済するために設けられた制
度です。
●公的年金等の収入額には、障害年金や遺族年金等の非
課税年金は含みません。
●生活保護を受給されている方は第１段階となります。

■原則として合計所得金額220万円以上の方については、利用者負担額が３割となることから、現行の第10段階
を細分化し、介護サービスを円滑に利用するうえで一定の目安となり得る、合計所得金額220万円以上の所得段
階（新第11段階）を新設しました。
　（ただし第11段階以上でも、「年金収入＋合計所得金額ー公的年金等に係る雑所得金額」が単身世帯で340万円
未満、または2人以上世帯で463万円未満の方は2割負担（さらに一定基準以下の場合は1割負担）となります。）

 新第 11 段階以上の方は原則としてサービス利用料が 3 割になります

 

保険料を納めないでいると
●１年以上…………介護サービス費用の全額をいったん自己負担し、申請により、後で保険給付分の                           
                           払いもどしを受ける方法(償還払い)になります。*1

●１年６ヵ月以上…保険給付分の払いもどしの全部または一部の支払いが差し止められ、滞納保険料
                           に充てられます。

●２年以上…………保険料未納期間に応じて一定期間、自己負担割合が３割または４割に引き上げら
                           れるほか、高額介護サービス費などが受けられなくなります。*2

*１:

*２:

自己負担が
３割に…

介護保険
給付分 ７割

自己負担分
１割

介護保険
給付分 9割

（例）

①保険料について
■所得段階区分を第７期と同様の20段階設定とし、高い累進性を維持しています。
■保険料基準月額（6,240円）及びすべての所得段階の年額保険料を、第７期と同額に据え置きました。
■第１段階（生活保護受給者等）と第２段階（住民税非課税世帯で公的年金等の収入額とその他
の合計所得金額の合算が80万円以下）の方の保険料については、第６期からの据え置きとし、
所得の低い方の負担に配慮した保険料設定としています。
■第１段階から第４段階（住民税非課税世帯）の方の保険料について、消費税による公費を投入
して軽減を行う国の仕組み（令和２年度から完全実施）を継続しています。
 

②介護保険サービスを利用する所得の低い方の経済的負担軽減を継続します
■武蔵野市では、独自に在宅介護の主要サービスである訪問介護等のサービスを利用されている住民税非課税世帯
に属する方の利用料の一部を助成しています（介護保険利用者負担額助成事業）。昨今、新型コロナウイルス感染
拡大により、経済的影響を受けている方や、通所介護やショートステイの利用が困難となり訪問型の介護サービ
スに切り替えて生活を維持されて
いる方も見られ、引き続き支援が
必要と考えられることから、第８
期においても、「介護保険利用者負
担額助成事業」を継続し、所得の低
い方の経済的負担を軽減します。

 被保険者の負担を抑える対応

 

事業名 介護保険利用者負担額助成事業

対象者 住民税非課税世帯に属し、介護保険料を滞納していない方

対象サービス 訪問介護、夜間対応型訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護
（介護分のみ）、第 1号訪問事業（介護予防・日常生活支援事業）

軽減内容 利用者負担額 10％のうち５％分

保険給付分は、介護サービス利用料の自己負担割合が1割の方は利用料の「９割」、２割の方は「８
割」、３割の方は「７割」となります(「保険給付額減額等」の給付制限で4割負担が適用されている
方は、「６割」となります)。
自己負担割合が1割または２割の方は「３割」、３割の方は「４割」に自己負担割合が引き上げられ
ます。

 介護保険料について

■第８期の介護保険料は、制度改正の影響、国からの調整交付金の交付割合の変更などの保険料減少
の要因の一方、第8期中の基盤整備による影響、介護報酬改定、新型コロナウイルス感染症の影響に
よる所得の減少、税制改正による影響、および、認定者数の増加に伴う給付費の自然増などの上昇要
因が上回り、保険料基準額は6,799円に上昇します（第７期比＋559円）。この上昇を抑制するため、
介護給付準備基金を７億1,238万１千円取り崩すことにより、第１号被保険者の保険料負担分を可
能な限り軽減し、第7期と同額の6,240円に据え置きました。
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　介護保険料の所得指標である合計所得金額について
「長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額」や
「公的年金等に係る雑所得」を控除した額を用いるよう変
更されました。なお、利用者負担割合や、高額介護サービ
ス費及び特定入所者介護サービス費の利用者負担段階に
用いられる合計所得金額も同様の取扱いとなります。

山路を登りながらあなたの介護保険料は？

65 歳以上 ( 第１号被保険者 ) の方

40 ～ 64 歳（第２号被保険者）の方

国民健康保険に加入している方 同じ世帯で国民健康保険に加入している40～64歳の方全員の介護納付金と国民健康保険　
税を合わせて、世帯主が納めます。

職場の健康保険に加入している方 加入している医療保険者が金額を算定し、医療保険の保険料と合わせて給与天引きなどで　
徴収されます。詳しい保険料の金額については、各医療保険者にお問い合わせください。

合計所得金額が
125万円未満

合計所得金額が
160万円以上210万円未満

合計所得金額が
220万円以上320万円未満

合計所得金額が
320万円以上400万円未満

合計所得金額が
600万円以上800万円未満

合計所得金額が
125万円以上160万円未満

合計所得金額が
210万円以上220万円未満

同一世帯に
住民税が課税
されている人は？

合計所得金額(※１) 

によって14段階に
分かれます

ご本人の
住民税は？

なおかつ
120万円より
多い？

公的年金等の収入額と
その他の合計所得金額(※2) の
合計は80万円より多い？

老齢福祉
年金は？

公的年金等の収入額と
その他の合計所得金額の合計は

80万円より多い？

合計所得金額が
400万円以上600万円未満

合計所得金額が
800万円以上1,000万円未満

合計所得金額が
1,500万円以上2,000万円未満

合計所得金額が
3,000万円以上5,000万円未満

合計所得金額が
5,000万円以上

合計所得金額が
1,000万円以上1,500万円未満

合計所得金額が
2,000万円以上3,000万円未満

課
税

非
課
税

ない

いる

ある

120万
円以下

80万円
以下

120万円
より多い

80万円以
下

80万円
より多い

80万円
より多い

第3段階　30,000円
（月額2,500円）

第8段階　88,400円
（月額およそ7,366円）

第4段階　46,500円
（月額3,875円）

第9段階　89,200円
（月額およそ7,433円）

第5段階　60,000円
（月額5,000円）

第10段階　104,900円
（月額およそ8,741円）

第6段階　67,400円
（月額およそ5,616円）

第7段階　78,700円
（月額およそ6,558円）

第2段階　21,000円
（月額1,750円）

第12段階　116,100円
（月額9,675円）

第17段階　209,700円
（月額17,475円）

第13段階　134,800円
（月額およそ11,233円）

第18段階　224,700円
（月額18,725円）

第20段階　254,600円
（月額およそ21,216円）

第19段階　247,200円
（月額20,600円）

第14段階　153,600円
（月額12,800円）

第15段階　176,000円
（月額およそ14,666円）

第16段階　194,700円
（月額16,225円）

第11段階　107,100円
（月額8,925円）

第1段階　21,000円
（月額1,750円）

いない

(※１) 介護保険における「合計所得金額」とは、介護保険
法施行令上の合計所得金額をさします。収入から
公的年金控除や給与所得控除、必要経費を控除し
た後の金額のことで、基礎控除や人的控除等の控
除をする前の金額（損失の繰越控除を受けている
場合は、その適用前の金額）です。ただし、「分離課
税所得に係る長期譲渡所得・短期譲渡所得の特別
控除額」を差し引いた後の金額を用います。また、
税制改正による給与所得控除及び公的年金控除の
控除額の引き下げが影響しないよう、調整を行っ
た後の金額です。

(※２) その他の合計所得金額とは、合計所得金額から公
的年金等に係る雑所得金額を差し引いた金額で
す。

●第１段階～第４段階に記載されている金額は公費によ
る負担軽減後の額です(軽減前は第１・２段階が 
35,800 円、第３段階が 48,700 円、第４段階が 50,200 
円）。
●老齢福祉年金とは、国民年金が発足した昭和 36 年の当
時に既に高齢等であったことを理由に国民年金を受け
取ることができない方を救済するために設けられた制
度です。
●公的年金等の収入額には、障害年金や遺族年金等の非
課税年金は含みません。
●生活保護を受給されている方は第１段階となります。

■原則として合計所得金額220万円以上の方については、利用者負担額が３割となることから、現行の第10段階
を細分化し、介護サービスを円滑に利用するうえで一定の目安となり得る、合計所得金額220万円以上の所得段
階（新第11段階）を新設しました。
　（ただし第11段階以上でも、「年金収入＋合計所得金額ー公的年金等に係る雑所得金額」が単身世帯で340万円
未満、または2人以上世帯で463万円未満の方は2割負担（さらに一定基準以下の場合は1割負担）となります。）

 新第 11 段階以上の方は原則としてサービス利用料が 3 割になります

 

保険料を納めないでいると
●１年以上…………介護サービス費用の全額をいったん自己負担し、申請により、後で保険給付分の                           
                           払いもどしを受ける方法(償還払い)になります。*1

●１年６ヵ月以上…保険給付分の払いもどしの全部または一部の支払いが差し止められ、滞納保険料
                           に充てられます。

●２年以上…………保険料未納期間に応じて一定期間、自己負担割合が３割または４割に引き上げら
                           れるほか、高額介護サービス費などが受けられなくなります。*2

*１:

*２:

自己負担が
３割に…

介護保険
給付分 ７割

自己負担分
１割

介護保険
給付分 9割

（例）

①保険料について
■所得段階区分を第７期と同様の20段階設定とし、高い累進性を維持しています。
■保険料基準月額（6,240円）及びすべての所得段階の年額保険料を、第７期と同額に据え置きました。
■第１段階（生活保護受給者等）と第２段階（住民税非課税世帯で公的年金等の収入額とその他
の合計所得金額の合算が80万円以下）の方の保険料については、第６期からの据え置きとし、
所得の低い方の負担に配慮した保険料設定としています。
■第１段階から第４段階（住民税非課税世帯）の方の保険料について、消費税による公費を投入
して軽減を行う国の仕組み（令和２年度から完全実施）を継続しています。
 

②介護保険サービスを利用する所得の低い方の経済的負担軽減を継続します
■武蔵野市では、独自に在宅介護の主要サービスである訪問介護等のサービスを利用されている住民税非課税世帯
に属する方の利用料の一部を助成しています（介護保険利用者負担額助成事業）。昨今、新型コロナウイルス感染
拡大により、経済的影響を受けている方や、通所介護やショートステイの利用が困難となり訪問型の介護サービ
スに切り替えて生活を維持されて
いる方も見られ、引き続き支援が
必要と考えられることから、第８
期においても、「介護保険利用者負
担額助成事業」を継続し、所得の低
い方の経済的負担を軽減します。

 被保険者の負担を抑える対応

 

事業名 介護保険利用者負担額助成事業

対象者 住民税非課税世帯に属し、介護保険料を滞納していない方

対象サービス 訪問介護、夜間対応型訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護
（介護分のみ）、第 1号訪問事業（介護予防・日常生活支援事業）

軽減内容 利用者負担額 10％のうち５％分

保険給付分は、介護サービス利用料の自己負担割合が1割の方は利用料の「９割」、２割の方は「８
割」、３割の方は「７割」となります(「保険給付額減額等」の給付制限で4割負担が適用されている
方は、「６割」となります)。
自己負担割合が1割または２割の方は「３割」、３割の方は「４割」に自己負担割合が引き上げられ
ます。

 介護保険料について

■第８期の介護保険料は、制度改正の影響、国からの調整交付金の交付割合の変更などの保険料減少
の要因の一方、第8期中の基盤整備による影響、介護報酬改定、新型コロナウイルス感染症の影響に
よる所得の減少、税制改正による影響、および、認定者数の増加に伴う給付費の自然増などの上昇要
因が上回り、保険料基準額は6,799円に上昇します（第７期比＋559円）。この上昇を抑制するため、
介護給付準備基金を７億1,238万１千円取り崩すことにより、第１号被保険者の保険料負担分を可
能な限り軽減し、第7期と同額の6,240円に据え置きました。

 



●月々の負担の上限額（高額介護サービス費の基準額）が変わります

  高額介護サービス費とは、１か月に利用したサービスにかかる利用者負担額が、所得に応じた上限
額（下記に記載）を超えた場合、申請により 、超えた分を後日支給する制度です。同じ世帯内に介護保
険を利用されている方が複数いる場合は、利用者負担額が合算されます。
　令和３年８月利用分より、医療保険の高額療養費制度における負担限度額に合わせ、住民税課税
世帯の方の上限額が変更されます。
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　介護保険の負担割合は前年（１月から７月は前々年）の合計所得金額により判定され、
利用したサービスの１割、２割、または３割を負担することになります（詳しくは以下
「負担割合の判定の流れ」をご覧ください）。
【負担割合証】
要支援・要介護認定、総合事業対象者確認を受けている全ての方に、ご自身の負担割合

が記載されている「介護保険負担割合証」を発行します。負担割合は、毎年８月１日を基
準日として、前年の所得に基づき見直しを行う（見直し後の負担割合証は７月下旬に送
付します）ほか、本人または同一世帯の65歳以上の方に所得の更正があった場合や、世帯
構成員に変更があった場合にも、見直しを行います。

介護保険施設における食費・居住費の負担限度額が変わります

■介護保険施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設）に入所ま
たはショートステイを利用される方で、一定の要件を満たす方については、１日あたりの食費・居住
費が助成されます。
■令和３年８月より、在宅で暮らす方との公平性や負担能力に応じた負担を図る観点から、以下のと
おり一定以上の収入や預貯金等をお持ちの方の認定要件や負担限度額が変更されます。

介護サービス利用時の自己負担割合について 令和３年８月利用分から

●福祉用具貸与の上限価格の設定

　同一製品でありながら著しく高い価格で貸与されている福祉用具があることが問題となってい
るため、国が商品ごとの全国平均貸与価格を公表して、貸与価格の上限を設定します。
　サービスを提供する事業者には、商品の機能や価格帯の異なる他の商品を示すことなどが併せて
義務付けられ、安心して利用できるよう価格の適正化を図ります。

負担割合の判定の流れ
スタート

本人の合計所得金額（※）が 160万円未満、住民税非課税者、生活保護受給者、
または第２号被保険者（40～64歳の方）である １割

１割 １割

２割

２割２割

２割

３割 ３割

同じ世帯に 65歳以上の方がいる

本人及び同じ世帯にいる 65歳以上の方の「年金収
入」+「合計所得金額（※）」－「公的年金等に係る雑
所得金額」が 346万円未満である

本人及び同じ世帯にいる 65歳以上の方の「年金収
入」+「合計所得金額（※）」－「公的年金等に係る雑
所得金額」が 463万円未満である

本人の「年金収入」+「合計所得金額（※）」－「公的
年金等に係る雑所得金額」が 280万円未満である

本人の「年金収入」+「合計所得金額（※）」－「公的
年金等に係る雑所得金額」が 340万円未満である

本人の合計所得金額（※）が
220万円未満である

本人の合計所得金額（※）が
220万円未満である

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい はい

はい

はいはい

はい

(※)　介護保険における「合計所得金額」とは、介護保険法施行令上の合計所得金額をさします。
　　　収入から公的年金控除や給与所得控除、必要経費を控除した後の金額のことで、基礎控除や人的控除等の控除をする
　　　前の金額（損失の繰越控除を受けている場合は、その適用前の金額）です。ただし、「分離課税所得に係る長期譲渡所
　　　得・短期譲渡所得の特別控除額」を差し引いた後の金額を用います。また、税制改正による給与所得控除及び公的年金
　　　控除の控除額の引き下げが影響しないよう、調整を行った後の金額です。

平成30年10月から

令和３年７月利用分まで 令和３年８月利用分から

①利用者負担額段階第３段階が２区分に分割されます。

②認定要件である預貯金等の合計額の基準が変更になります。

〇施設入所 〇ショートステイ
③これまで同一であった施設入所者・ショートステイ利用者の食費の負担限度額が、サービス毎に変更されます。

※年金収入（非課税年金含む）+合計所得金額-公的年金等に係る雑所得金額

令和３年７月まで
第３段階
住民税非課税世帯かつ本人の年
金収入等※が 80万円超

令和３年８月から
第３段階①
住民税非課税世帯かつ本人の年金収
入等※が 80万円超 120 万円以下

第３段階②
住民税非課税世帯かつ本人の年金収
入等※が 120 万円超

令和３年７月まで

単身 1,000 万円以下
夫婦 2,000 万円以下

令和３年８月から
第２段階 単身 650 万円以下、夫婦 1,650 万円以下

第３段階① 単身 550 万円以下、夫婦 1,550 万円以下

第３段階② 単身 500 万円以下、夫婦 1,500 万円以下

令和３年７月まで
第２段階 390 円

第３段階 650 円

令和３年８月から
第２段階 600 円

第３段階① 1,000 円

第３段階② 1,300 円

令和３年７月まで
第２段階 390 円

第３段階 650 円

令和３年８月から
第２段階 390 円

第３段階① 650 円

第３段階② 1,360 円

平成29年8月利用分から

平成30年8月利用分から

利用者負担の1か月の上限額（高額介護（予防）サービス費の基準

区　分 上限額（月額）

住民税課税世帯の方 44,400 円

住民税非課税世帯の方 24,600 円
〇「課税年金収入額」+「合計所得金額」-
「公的年金等に係る雑所得金額」が 80万円以下の方 個人 15,000 円

〇老齢福祉年金を受給している方 個人 15,000 円
生活保護の被保護者等 個人 15,000 円

区　分 上限額（月額）
課税所得690万円以上の方（年収約1,160万円以上の方） 140,100 円
課税所得 380 万円以上 690 万円未満の方　
（年収約 770万円以上約 1,160 万円未満の方） 93,000 円

住民税課税世帯～課税所得 380 万円未満の方
（住民税世帯課税で年収約 770 万円未満の方） 44,400 円

※住民税非課税世帯の方、生活保護の被保護者等について、上限額に
変更はありません。　



●月々の負担の上限額（高額介護サービス費の基準額）が変わります

  高額介護サービス費とは、１か月に利用したサービスにかかる利用者負担額が、所得に応じた上限
額（下記に記載）を超えた場合、申請により 、超えた分を後日支給する制度です。同じ世帯内に介護保
険を利用されている方が複数いる場合は、利用者負担額が合算されます。
　令和３年８月利用分より、医療保険の高額療養費制度における負担限度額に合わせ、住民税課税
世帯の方の上限額が変更されます。

8 98

　介護保険の負担割合は前年（１月から７月は前々年）の合計所得金額により判定され、
利用したサービスの１割、２割、または３割を負担することになります（詳しくは以下
「負担割合の判定の流れ」をご覧ください）。
【負担割合証】
要支援・要介護認定、総合事業対象者確認を受けている全ての方に、ご自身の負担割合

が記載されている「介護保険負担割合証」を発行します。負担割合は、毎年８月１日を基
準日として、前年の所得に基づき見直しを行う（見直し後の負担割合証は７月下旬に送
付します）ほか、本人または同一世帯の65歳以上の方に所得の更正があった場合や、世帯
構成員に変更があった場合にも、見直しを行います。

介護保険施設における食費・居住費の負担限度額が変わります

■介護保険施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設）に入所ま
たはショートステイを利用される方で、一定の要件を満たす方については、１日あたりの食費・居住
費が助成されます。
■令和３年８月より、在宅で暮らす方との公平性や負担能力に応じた負担を図る観点から、以下のと
おり一定以上の収入や預貯金等をお持ちの方の認定要件や負担限度額が変更されます。

介護サービス利用時の自己負担割合について 令和３年８月利用分から

●福祉用具貸与の上限価格の設定

　同一製品でありながら著しく高い価格で貸与されている福祉用具があることが問題となってい
るため、国が商品ごとの全国平均貸与価格を公表して、貸与価格の上限を設定します。
　サービスを提供する事業者には、商品の機能や価格帯の異なる他の商品を示すことなどが併せて
義務付けられ、安心して利用できるよう価格の適正化を図ります。

負担割合の判定の流れ
スタート

本人の合計所得金額（※）が 160万円未満、住民税非課税者、生活保護受給者、
または第２号被保険者（40～64歳の方）である １割

１割 １割

２割

２割２割

２割

３割 ３割

同じ世帯に 65歳以上の方がいる

本人及び同じ世帯にいる 65歳以上の方の「年金収
入」+「合計所得金額（※）」－「公的年金等に係る雑
所得金額」が 346万円未満である

本人及び同じ世帯にいる 65歳以上の方の「年金収
入」+「合計所得金額（※）」－「公的年金等に係る雑
所得金額」が 463万円未満である

本人の「年金収入」+「合計所得金額（※）」－「公的
年金等に係る雑所得金額」が 280万円未満である

本人の「年金収入」+「合計所得金額（※）」－「公的
年金等に係る雑所得金額」が 340万円未満である

本人の合計所得金額（※）が
220万円未満である

本人の合計所得金額（※）が
220万円未満である

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい はい

はい

はいはい

はい

(※)　介護保険における「合計所得金額」とは、介護保険法施行令上の合計所得金額をさします。
　　　収入から公的年金控除や給与所得控除、必要経費を控除した後の金額のことで、基礎控除や人的控除等の控除をする
　　　前の金額（損失の繰越控除を受けている場合は、その適用前の金額）です。ただし、「分離課税所得に係る長期譲渡所
　　　得・短期譲渡所得の特別控除額」を差し引いた後の金額を用います。また、税制改正による給与所得控除及び公的年金
　　　控除の控除額の引き下げが影響しないよう、調整を行った後の金額です。

平成30年10月から

令和３年７月利用分まで 令和３年８月利用分から

①利用者負担額段階第３段階が２区分に分割されます。

②認定要件である預貯金等の合計額の基準が変更になります。

〇施設入所 〇ショートステイ
③これまで同一であった施設入所者・ショートステイ利用者の食費の負担限度額が、サービス毎に変更されます。

※年金収入（非課税年金含む）+合計所得金額-公的年金等に係る雑所得金額

令和３年７月まで
第３段階
住民税非課税世帯かつ本人の年
金収入等※が 80万円超

令和３年８月から
第３段階①
住民税非課税世帯かつ本人の年金収
入等※が 80万円超 120 万円以下

第３段階②
住民税非課税世帯かつ本人の年金収
入等※が 120 万円超

令和３年７月まで

単身 1,000 万円以下
夫婦 2,000 万円以下

令和３年８月から
第２段階 単身 650 万円以下、夫婦 1,650 万円以下

第３段階① 単身 550 万円以下、夫婦 1,550 万円以下

第３段階② 単身 500 万円以下、夫婦 1,500 万円以下

令和３年７月まで
第２段階 390 円

第３段階 650 円

令和３年８月から
第２段階 600 円

第３段階① 1,000 円

第３段階② 1,300 円

令和３年７月まで
第２段階 390 円

第３段階 650 円

令和３年８月から
第２段階 390 円

第３段階① 650 円

第３段階② 1,360 円

平成29年8月利用分から

平成30年8月利用分から

利用者負担の1か月の上限額（高額介護（予防）サービス費の基準

区　分 上限額（月額）

住民税課税世帯の方 44,400 円

住民税非課税世帯の方 24,600 円
〇「課税年金収入額」+「合計所得金額」-
「公的年金等に係る雑所得金額」が 80万円以下の方 個人 15,000 円

〇老齢福祉年金を受給している方 個人 15,000 円
生活保護の被保護者等 個人 15,000 円

区　分 上限額（月額）
課税所得690万円以上の方（年収約1,160万円以上の方） 140,100 円
課税所得 380 万円以上 690 万円未満の方　
（年収約 770万円以上約 1,160 万円未満の方） 93,000 円

住民税課税世帯～課税所得 380 万円未満の方
（住民税世帯課税で年収約 770 万円未満の方） 44,400 円

※住民税非課税世帯の方、生活保護の被保護者等について、上限額に
変更はありません。　
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① だれもが住み慣れた地域で生活を継続するために
　   

② 高齢者を支える人材の確保・育成住み慣れた地域で安心して生活を継続できる
まちづくりを目指します

 「健康長寿のまち武蔵野」の推進　　

　心身の活力（運動機能や認知機能等）低下や社会参加の機会の減少等によってフレイル（虚弱）にな
ることを防ぎ、健康寿命の延伸を図るために、様々な介護予防事業を実施しています。いわゆる団塊世
代が後期高齢期を迎える令和７（2025）年度には、65歳以上人口が34,407人、令和２（2020）年度と
比べて4.9％（1,605人）増、75歳以上人口は15.0％（2,627人）増と推計されており、いつまでも健康
で生活を継続するために介護予防等に取り組むことが必要となってきます。そうした背景を鑑み、介
護予防事業関連部署・団体と連携しながら介護予防の普及啓発や各種
講座を開催するなど、介護予防に取り組むためのきっかけづくりや、
フレイル予防・介護予防の取組みを推進します。

医療ニーズの高い高齢者を支えるための多機能なサービス施設の充実　

　今後、さらに高まる医療ニーズに対応するため、大規模な土地の確保が困難な武蔵野市の地域特性
に合った施設整備を進めていきます。

◆特別養護老人ホームへの武蔵野市独自の多床室等の施設整備補助制度の検討
　現在の特別養護老人ホームの整備補助制度はユニット型個室の整備に重点化されていますが、ユ
ニット型個室の利用料は多床室等の利用料に比べて経済的に高負担となる傾向にあります。そのた
め、所得の低い方でも利用できるよう、多床室等を整備する特別養護老人ホームに財政的支援を行い
ます。

◆武蔵野市独自の福祉インフラ整備にかかる補助制度の検討
　都が行う事業を参考に、武蔵野市が所有する未利用の土地を活用し、看護小規模多機能型居宅介護
等を整備する際に、貸付料について、路線価等により算定された額から減額する制度を創設します。

◆小規模多機能型居宅介護や看護小規模多機能型居宅介護を新たに開設する事業者への運営費等の
　支援の検討
　小規模多機能型居宅介護や看護小規模多機能型居宅介護は、
開設当初は十分な利用者が見込めず運営が安定しない場合が
多いため、新規開設から一定期間、事業者に運営費などの支援
を行います。

武蔵野市地域包括ケア人材育成センターによる、総合的な人材確保・育成事業の拡充

　平成30（2018）年12 月１日に開設した「地域包括ケア人材育成センター」において、人材養成事業、
研修・相談事業、就職支援事業、事業者・団体支援事業の４つの事業について、一体的な実施を継続して
いきます。さらに、オンラインによる研修、SNSを活用した広報、医療的ケアに従事する介護職員の養
成など総合的な介護人材の確保、育成事業を拡充します。

介護人材の発掘と定着支援

　武蔵野市は、介護人材の確保を、2025 年に向けて武蔵野市が目指す“高齢者の姿とまちづくり”を
実現するための最大の課題であると認識しています。
　介護人材の発掘、養成、育成、定着の推進を図るため、即戦力となる潜在的な有資格者の再就職や福
祉分野への新たな就職に対する支援策として、令和２（2020）年度から実施した「介護職・看護職Ｒｅ
スタート支援金事業」を継続し、人材の発掘・確保に取り組むとともに、市内で働く介護職の定着支援
を行います。 ◆「武蔵野市介護老人福祉施設入所指針」とは

　武蔵野市における介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)の入所に関する基準を
明示することにより、入所決定過程の透明性・公平性を確保するとともに、施設入所
の円滑な実施を目的に、平成15年1月に作成しました。
　入所の必要性を評価する基準として、単に要介護度だけを基準とするのではなく、認知症の
問題行動、介護の困難性(主たる介護者の状況)、居宅サービスの利用状況、介護老人保健施設や
医療機関等の入所・入院状況、緊急度などを総合的に評価する方式としました。

通い

泊まり

訪問
（看護・介護）

自宅

看護小規模多機能型居宅介護事業所

看護小規模多機能型居宅介護（イメージ）

地域包括ケア人材育成センターの４つの機能（案）

活かす

つなぐ

育てる

支える

人材の発掘・養成

就業等の支援・マッチング

質の向上・就業継続の支援

人材の確保に向けた
事業所・団体の支援

■認定ヘルパーの養成
■潜在的有資格者へのアプローチ
　（就職勧奨・情報提供等）

■シニア支え合いポイント制度等による人材の裾
　野の拡大

■大学・専門学校等と連携した学生へのアプ
　ローチ（実習の受入・情報提供等）

■高齢者介護・障害者サービス提供事業者向け
　の体系的な研修の実施

■登録制による受講履歴、資格管理
■介護職員初任者研修の受講料キャッシュバック
　等の充実

■気軽に立ち寄れ、相談、資料閲覧、情報交換
　等ができる場の設置

■認定ヘルパーキャリアアップ支援

■就職相談会（お仕事フェア等）の実施
■ハローワークと連携した仕事の紹介
■事業所情報の集約と提供
■市内施設の見学会の実施
■シニア支え合いポイント制度の協力施設等の
　開拓と紹介

■事業所の管理者向けの研修の実施
■事業所経営の効率化に向けた情報提供
■求人情報のホームページへの掲載
■いきいきサロン運営団体等の支援
■東京都の事業等の情報提供

介護老人保健施設 事業所数（定員） １カ所（100人）
通所リハビリテーション 定員 60人
訪問看護 定員 30人

地域密着型特別養護老人ホーム
（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護） 事業所数（定員） １カ所（29人）

小規模多機能型居宅介護【併設】 定員 29人
看護小規模多機能型居宅介護 事業所数（定員） ２カ所（58人）

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム） 事業所数（定員） １カ所（18人）

 地域密着型の「特別養護老人ホーム」等を整備します　

　中町３丁目の国有地を活用して、地域密着型（定員29名以下）の特別養護老人ホームと小規模多機
能型居宅介護（通いを中心に訪問や宿泊を組み合わせた複合型サービス）を整備します。

【平成32（2020）年度末までのサービス基盤整備予定】
介護老人保健施設 事業所数（定員） １カ所（100人）

通所リハビリテーション 定員 60人
訪問看護 定員 30人

地域密着型特別養護老人ホーム
（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護） 事業所数（定員） １カ所（29人）

小規模多機能型居宅介護【併設】 定員 29人
看護小規模多機能型居宅介護 事業所数（定員） ２カ所（58人）

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム） 事業所数（定員） １カ所（18人）

※地域包括ケア人材育成センター・ホームページを加工。

令和２年８月から開始！ 武蔵野市介護職・看護職Reスタート支援金
対象　いずれにも該当すること

・武蔵野市内の介護施設等に就職し、継続して 6か月以上の勤務が見込まれる常勤職員であること
・就職した日から過去 3か月以内に介護施設等に在籍していないこと
・介護施設等の運営法人に直接雇用されていること
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① だれもが住み慣れた地域で生活を継続するために
　   

② 高齢者を支える人材の確保・育成住み慣れた地域で安心して生活を継続できる
まちづくりを目指します

 「健康長寿のまち武蔵野」の推進　　

　心身の活力（運動機能や認知機能等）低下や社会参加の機会の減少等によってフレイル（虚弱）にな
ることを防ぎ、健康寿命の延伸を図るために、様々な介護予防事業を実施しています。いわゆる団塊世
代が後期高齢期を迎える令和７（2025）年度には、65歳以上人口が34,407人、令和２（2020）年度と
比べて4.9％（1,605人）増、75歳以上人口は15.0％（2,627人）増と推計されており、いつまでも健康
で生活を継続するために介護予防等に取り組むことが必要となってきます。そうした背景を鑑み、介
護予防事業関連部署・団体と連携しながら介護予防の普及啓発や各種
講座を開催するなど、介護予防に取り組むためのきっかけづくりや、
フレイル予防・介護予防の取組みを推進します。

医療ニーズの高い高齢者を支えるための多機能なサービス施設の充実　

　今後、さらに高まる医療ニーズに対応するため、大規模な土地の確保が困難な武蔵野市の地域特性
に合った施設整備を進めていきます。

◆特別養護老人ホームへの武蔵野市独自の多床室等の施設整備補助制度の検討
　現在の特別養護老人ホームの整備補助制度はユニット型個室の整備に重点化されていますが、ユ
ニット型個室の利用料は多床室等の利用料に比べて経済的に高負担となる傾向にあります。そのた
め、所得の低い方でも利用できるよう、多床室等を整備する特別養護老人ホームに財政的支援を行い
ます。

◆武蔵野市独自の福祉インフラ整備にかかる補助制度の検討
　都が行う事業を参考に、武蔵野市が所有する未利用の土地を活用し、看護小規模多機能型居宅介護
等を整備する際に、貸付料について、路線価等により算定された額から減額する制度を創設します。

◆小規模多機能型居宅介護や看護小規模多機能型居宅介護を新たに開設する事業者への運営費等の
　支援の検討
　小規模多機能型居宅介護や看護小規模多機能型居宅介護は、
開設当初は十分な利用者が見込めず運営が安定しない場合が
多いため、新規開設から一定期間、事業者に運営費などの支援
を行います。

武蔵野市地域包括ケア人材育成センターによる、総合的な人材確保・育成事業の拡充

　平成30（2018）年12 月１日に開設した「地域包括ケア人材育成センター」において、人材養成事業、
研修・相談事業、就職支援事業、事業者・団体支援事業の４つの事業について、一体的な実施を継続して
いきます。さらに、オンラインによる研修、SNSを活用した広報、医療的ケアに従事する介護職員の養
成など総合的な介護人材の確保、育成事業を拡充します。

介護人材の発掘と定着支援

　武蔵野市は、介護人材の確保を、2025 年に向けて武蔵野市が目指す“高齢者の姿とまちづくり”を
実現するための最大の課題であると認識しています。
　介護人材の発掘、養成、育成、定着の推進を図るため、即戦力となる潜在的な有資格者の再就職や福
祉分野への新たな就職に対する支援策として、令和２（2020）年度から実施した「介護職・看護職Ｒｅ
スタート支援金事業」を継続し、人材の発掘・確保に取り組むとともに、市内で働く介護職の定着支援
を行います。 ◆「武蔵野市介護老人福祉施設入所指針」とは

　武蔵野市における介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)の入所に関する基準を
明示することにより、入所決定過程の透明性・公平性を確保するとともに、施設入所
の円滑な実施を目的に、平成15年1月に作成しました。
　入所の必要性を評価する基準として、単に要介護度だけを基準とするのではなく、認知症の
問題行動、介護の困難性(主たる介護者の状況)、居宅サービスの利用状況、介護老人保健施設や
医療機関等の入所・入院状況、緊急度などを総合的に評価する方式としました。

通い

泊まり

訪問
（看護・介護）

自宅

看護小規模多機能型居宅介護事業所

看護小規模多機能型居宅介護（イメージ）

地域包括ケア人材育成センターの４つの機能（案）

活かす

つなぐ

育てる

支える

人材の発掘・養成

就業等の支援・マッチング

質の向上・就業継続の支援

人材の確保に向けた
事業所・団体の支援

■認定ヘルパーの養成
■潜在的有資格者へのアプローチ
　（就職勧奨・情報提供等）

■シニア支え合いポイント制度等による人材の裾
　野の拡大

■大学・専門学校等と連携した学生へのアプ
　ローチ（実習の受入・情報提供等）

■高齢者介護・障害者サービス提供事業者向け
　の体系的な研修の実施

■登録制による受講履歴、資格管理
■介護職員初任者研修の受講料キャッシュバック
　等の充実

■気軽に立ち寄れ、相談、資料閲覧、情報交換
　等ができる場の設置

■認定ヘルパーキャリアアップ支援

■就職相談会（お仕事フェア等）の実施
■ハローワークと連携した仕事の紹介
■事業所情報の集約と提供
■市内施設の見学会の実施
■シニア支え合いポイント制度の協力施設等の
　開拓と紹介

■事業所の管理者向けの研修の実施
■事業所経営の効率化に向けた情報提供
■求人情報のホームページへの掲載
■いきいきサロン運営団体等の支援
■東京都の事業等の情報提供

介護老人保健施設 事業所数（定員） １カ所（100人）
通所リハビリテーション 定員 60人
訪問看護 定員 30人

地域密着型特別養護老人ホーム
（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護） 事業所数（定員） １カ所（29人）

小規模多機能型居宅介護【併設】 定員 29人
看護小規模多機能型居宅介護 事業所数（定員） ２カ所（58人）

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム） 事業所数（定員） １カ所（18人）

 地域密着型の「特別養護老人ホーム」等を整備します　

　中町３丁目の国有地を活用して、地域密着型（定員29名以下）の特別養護老人ホームと小規模多機
能型居宅介護（通いを中心に訪問や宿泊を組み合わせた複合型サービス）を整備します。

【平成32（2020）年度末までのサービス基盤整備予定】
介護老人保健施設 事業所数（定員） １カ所（100人）

通所リハビリテーション 定員 60人
訪問看護 定員 30人

地域密着型特別養護老人ホーム
（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護） 事業所数（定員） １カ所（29人）

小規模多機能型居宅介護【併設】 定員 29人
看護小規模多機能型居宅介護 事業所数（定員） ２カ所（58人）

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム） 事業所数（定員） １カ所（18人）

※地域包括ケア人材育成センター・ホームページを加工。

令和２年８月から開始！ 武蔵野市介護職・看護職Reスタート支援金
対象　いずれにも該当すること

・武蔵野市内の介護施設等に就職し、継続して 6か月以上の勤務が見込まれる常勤職員であること
・就職した日から過去 3か月以内に介護施設等に在籍していないこと
・介護施設等の運営法人に直接雇用されていること

介護人材・福祉人材の養成、質の向上、相談受付、
情報提供、事業所・団体支援までも一体的に行う、
総合的な人材養成育成機関です。
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【サービス基盤整備及び利用者数の見込み】

武蔵野市独自の福祉サービスをさらに充実します
 テンミリオンハウス

地域住民等が運営する小規模で家庭的な
施設で、地域での見守りや社会とのつながり
が必要な方の生活を支えています。週５～６
日、昼食や趣味活動（体操・コーラス・絵手紙・
健康麻雀など）のミニデイサービスのほか、
ショートステイや世代間交流など施設ごと
に特色ある事業を展開しています。

 いきいきサロン

個人宅・団地集会室などで、週１回２時間程度、介護予防のための健康体操
や様々なプログラムを実施する、地域住民等が運営する通いの場です。

 レモンキャブ

一人でバスやタクシーなどの公共交通機関を利用すること
が困難な高齢者や障害者の外出を支援するための移送サービ
ス事業です。商店主を中心とした地域のボランティアが福祉型
軽自動車（レモンキャブ）を運転し、地域を支え
るサービスを提供しています。

 不老体操

市内公衆浴場やコミュニティセンターなどを会場として、高齢者向きの体操を実施しています。市
内にお住いの60歳以上の方で、会場への往復、体操、入浴（公衆浴場では体操後無料で入浴ができま
す）などがご自分でできる方が対象です。

 シニア支え合いポイント制度

65歳以上の市民の介護予防、健康寿命の延伸、社会参加・社会貢献活動への参加の促進を目的に、市
と協定を結んだ高齢者福祉施設などで行った活動に対してポイントを付与し、獲得ポイント数に応じ
て、ギフト券（ＱＵＯカード・図書カード・市内産野菜等引換券・人間ドック利用助成券・こども商品券）
や寄付に交換する制度です。

制度の流れ

●次の①～③すべてを満たす方がご利用いただけます。
　①おおむね 65歳以上の市民 
　②ひとり暮らしまたは高齢者のみの世帯 
　③本人の急病などで一時的に支援が必要　　
　　※介護保険サービスを利用している（できる）方は除く

●サービスの提供は、１週あたり４時間まで、
　２週間以内 

●利用料は 30分 250円

在宅介護・
地域包括支援
センター

市役所

③訪問調査の
　結果の連絡

①相談

②訪問調査

④支援の提供の決定

⑤サービスの提供の調整

⑥サービスの提供

訪問介護
事業所

本人

協
力
施
設
・
団
体

シ
ニ
ア
支
え
合
い
サ
ポ
ー
タ
ー

市
民
社
会
福
祉
協
議
会

実績管理
ポイント
管理・
説明会

① 説明会への参加申込

②説明会実施（終了後）
手帳交付

⑥ 交換申請

⑦ ポイント交換

③活動の申し込み

④活動の実施

⑤ポイント手帳へ
スタンプ捺印

施設名 住　所 電　話
①川路さんち 西久保１-34-２ ５５－６２３９
②月見路 吉祥寺北町１-11-７ ２０－８３９８
③関三倶楽部 関前３-37-24(1 階 ) ５６－９０４７
④そ～らの家 吉祥寺南町５-６-16 ７１－３３３６
⑤きんもくせい 境４-10-４ ５０－２６１１
⑥花時計 境南町２-25-３ ３２－８３２３
⑦くるみの木 中町３-25-17 ３８－７５５２
⑧ふらっと・きたまち 吉祥寺北町５-７-９ ５６－８５３７

No サロン名 住　所 曜日・時間 独自の活動内容 運　営　団　体

① 吉祥寺ささえあいビレッジ 吉祥寺東町１－11－20
鴨下ビル３階

金曜日
10:00 ～ 12:00 脳トレ、声楽、手話等 NPO法人ささえあいビレッジ

☎０３－５４３３－５０９３

② 公園口サロン 吉祥寺南町３－１－20 火曜日
９:30 ～ 12:30

卓球、ラジオ体操第一、
ストレッチ等

七つ星の会
☎０９０－８３０８－１７９６

③ 御殿山サロン
御殿山２－10－９
介護付有料老人ホームアライブ
武蔵野御殿山

火・水曜日
９:30 ～ 10:30
11:00 ～ 12:00

講演、合唱、ゲーム等 むらさきの会
☎０４２２－４３－６１２５

④ すこやかサロン 吉祥寺本町２－23－７
古屋学園学生会館

土曜日
10:00 ～ 12:00 脳トレ NPO法人武蔵野すこやか

☎０４２２－５３－５４３６

⑤ 歌声サロンサウンズラボ 吉祥寺本町４－23－16 金曜日
10:00 ～ 12:00 合唱等 LABOの会

☎０４２２－２１－１４４８

⑥ 北町サロン 吉祥寺北町２－９－２
吉祥寺ホーム集会室

月曜日
13:00 ～ 13:45
14:00 ～ 14:45

脳トレ、音楽、講演会等 北町サロンの会
☎０４２２－２２－８３６３

⑦ サロン扶桑通り
吉祥寺北町４－１－26
都営吉祥寺北町四丁目
第３アパート集会所

木曜日
10:00 ～ 12:00 自立生活体操、脳トレ等

サロン扶桑通りの会
☎０４２２－５４－４４６３
　０９０－４４１１－５４６３

⑧ サンサンサロン西久保 西久保３－10
都営西久保三丁目アパート集会所

金曜日
10:00 ～ 12:00

昔遊び、歌、ゲーム、
カレンダー作成等

三丁目サロンの会
☎０４２２－５３－３５７４

⑨ まきばサロン 西久保３－12－８ 火曜日
13:30 ～ 14:30 脳トレ等 まきばサロンの会

☎０４２２－５４－６４５５

⑩ いちょうなみ木サロン
緑町２－６
都営緑町二丁目第３アパート
第二集会所

水曜日
12:30 ～ 14:30

輪投げ、ボッチャ、
お手玉等

いちょうなみ木サロンの会
☎０４２２－５２－２９５４

⑪ なのはなサロン 関前２－16－５
特別養護老人ホーム武蔵野館

日曜日
10:30 ～ 12:30

座ってフラダンス、
ゲームスポーツ、音楽

関前なのはな会
☎０７０－２１８８－７９３５

⑫ ルンルンサロン 関前４－17－３　
シュロス武蔵野

土曜日
14:00 ～ 16:00

朗読、折紙、
ペーパークラフト等

NPO法人DANKAI プロジェクト
☎０９０－２４９３－１１１６

⑬ どんぐり広場 境１－２－４
タウンコート武蔵野101

金曜日
14:00 ～ 16:00 健康相談等 どんぐり友の会

☎０４２２－３８－４９４４

⑭ マルセサロン 境１－16－18
ココファン武蔵境１階食堂

木曜日
14:00 ～ 16:00 朗読、脳トレ、ぬりえ等 はなみずき

☎０４２２－５１－３７５８

⑮ サロン弐番館 境２－４－22
グランダ武蔵野弐番館

水曜日
14:00 ～ 16:00 歌、ふまねっと等 きずなの会

☎０４２２－５４－７５８７

⑯ 五丁目クラブ 境５－28－４
都営境五丁目アパート集会所

木曜日
13:00 ～ 15:00 カラオケ等

五丁目クラブの会
☎０４２２－５１－５５８９
　０８０－２０３２－３６７８

⑰ iki なまちかど保健室 桜堤２－７－23
ウェルキースＡ

水曜日
10:00 ～ 14:30

脳トレ、健康講座、手話
ソング、コグニサイズ等

㈱みゅうちゅある
☎０４２２－５２－３１１１

⑱ 駅前deスマホ 境南町２－８－19
シルバーシティ武蔵境

月曜日
14:00 ～ 16:00

養生気功、スマホ入門講
座等

駅前deスマホ
☎０９０－４５４１－６２３６

⑲ 日高サロン 境南町３－１－10
日高荘

水曜日
13:30 ～ 15:30

脳トレ、音楽療法、
DVDコーラス等

日高の会
☎０４２２－５３－５９３７
　０４２２－３１－３８２４

⑳ Gsガーデン 境南町３－25－４
ぐっどういる境南屋上・山桃

木曜日
10:00 ～ 12:00

脳トレ、屋上の畑や花壇
の維持管理等

Gsガ－デングル－プ
☎０４２２－３１－９６５６

＊開催日時、利用料金、内容詳細等は各サロンにお問い合わせください（定員等が決まっているサロンもあるため、ご参加いただけないこともあります）。
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① 説明会への参加申込

②説明会実施
（終了後）手帳交付

⑥交換申請

⑦ポイント交換

③活動の申し込み

④活動の実施

⑤ポイント手帳へ
スタンプ捺印
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【サービス基盤整備及び利用者数の見込み】

武蔵野市独自の福祉サービスをさらに充実します
 テンミリオンハウス

地域住民等が運営する小規模で家庭的な
施設で、地域での見守りや社会とのつながり
が必要な方の生活を支えています。週５～６
日、昼食や趣味活動（体操・コーラス・絵手紙・
健康麻雀など）のミニデイサービスのほか、
ショートステイや世代間交流など施設ごと
に特色ある事業を展開しています。

 いきいきサロン

個人宅・団地集会室などで、週１回２時間程度、介護予防のための健康体操
や様々なプログラムを実施する、地域住民等が運営する通いの場です。

 レモンキャブ

一人でバスやタクシーなどの公共交通機関を利用すること
が困難な高齢者や障害者の外出を支援するための移送サービ
ス事業です。商店主を中心とした地域のボランティアが福祉型
軽自動車（レモンキャブ）を運転し、地域を支え
るサービスを提供しています。

 不老体操

市内公衆浴場やコミュニティセンターなどを会場として、高齢者向きの体操を実施しています。市
内にお住いの60歳以上の方で、会場への往復、体操、入浴（公衆浴場では体操後無料で入浴ができま
す）などがご自分でできる方が対象です。

 シニア支え合いポイント制度

65歳以上の市民の介護予防、健康寿命の延伸、社会参加・社会貢献活動への参加の促進を目的に、市
と協定を結んだ高齢者福祉施設などで行った活動に対してポイントを付与し、獲得ポイント数に応じ
て、ギフト券（ＱＵＯカード・図書カード・市内産野菜等引換券・人間ドック利用助成券・こども商品券）
や寄付に交換する制度です。

制度の流れ

●次の①～③すべてを満たす方がご利用いただけます。
　①おおむね 65歳以上の市民 
　②ひとり暮らしまたは高齢者のみの世帯 
　③本人の急病などで一時的に支援が必要　　
　　※介護保険サービスを利用している（できる）方は除く

●サービスの提供は、１週あたり４時間まで、
　２週間以内 

●利用料は 30分 250円

在宅介護・
地域包括支援
センター

市役所

③訪問調査の
　結果の連絡

①相談

②訪問調査

④支援の提供の決定

⑤サービスの提供の調整

⑥サービスの提供

訪問介護
事業所

本人
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① 説明会への参加申込

②説明会実施（終了後）
手帳交付

⑥ 交換申請

⑦ ポイント交換

③活動の申し込み

④活動の実施

⑤ポイント手帳へ
スタンプ捺印

施設名 住　所 電　話
①川路さんち 西久保１-34-２ ５５－６２３９
②月見路 吉祥寺北町１-11-７ ２０－８３９８
③関三倶楽部 関前３-37-24(1 階 ) ５６－９０４７
④そ～らの家 吉祥寺南町５-６-16 ７１－３３３６
⑤きんもくせい 境４-10-４ ５０－２６１１
⑥花時計 境南町２-25-３ ３２－８３２３
⑦くるみの木 中町３-25-17 ３８－７５５２
⑧ふらっと・きたまち 吉祥寺北町５-７-９ ５６－８５３７

No サロン名 住　所 曜日・時間 独自の活動内容 運　営　団　体

① 吉祥寺ささえあいビレッジ 吉祥寺東町１－11－20
鴨下ビル３階

金曜日
10:00 ～ 12:00 脳トレ、声楽、手話等 NPO法人ささえあいビレッジ

☎０３－５４３３－５０９３

② 公園口サロン 吉祥寺南町３－１－20 火曜日
９:30 ～ 12:30

卓球、ラジオ体操第一、
ストレッチ等

七つ星の会
☎０９０－８３０８－１７９６

③ 御殿山サロン
御殿山２－10－９
介護付有料老人ホームアライブ
武蔵野御殿山

火・水曜日
９:30 ～ 10:30
11:00 ～ 12:00

講演、合唱、ゲーム等 むらさきの会
☎０４２２－４３－６１２５

④ すこやかサロン 吉祥寺本町２－23－７
古屋学園学生会館

土曜日
10:00 ～ 12:00 脳トレ NPO法人武蔵野すこやか

☎０４２２－５３－５４３６

⑤ 歌声サロンサウンズラボ 吉祥寺本町４－23－16 金曜日
10:00 ～ 12:00 合唱等 LABOの会

☎０４２２－２１－１４４８

⑥ 北町サロン 吉祥寺北町２－９－２
吉祥寺ホーム集会室

月曜日
13:00 ～ 13:45
14:00 ～ 14:45

脳トレ、音楽、講演会等 北町サロンの会
☎０４２２－２２－８３６３

⑦ サロン扶桑通り
吉祥寺北町４－１－26
都営吉祥寺北町四丁目
第３アパート集会所

木曜日
10:00 ～ 12:00 自立生活体操、脳トレ等

サロン扶桑通りの会
☎０４２２－５４－４４６３
　０９０－４４１１－５４６３

⑧ サンサンサロン西久保 西久保３－10
都営西久保三丁目アパート集会所

金曜日
10:00 ～ 12:00

昔遊び、歌、ゲーム、
カレンダー作成等

三丁目サロンの会
☎０４２２－５３－３５７４

⑨ まきばサロン 西久保３－12－８ 火曜日
13:30 ～ 14:30 脳トレ等 まきばサロンの会

☎０４２２－５４－６４５５

⑩ いちょうなみ木サロン
緑町２－６
都営緑町二丁目第３アパート
第二集会所

水曜日
12:30 ～ 14:30

輪投げ、ボッチャ、
お手玉等

いちょうなみ木サロンの会
☎０４２２－５２－２９５４

⑪ なのはなサロン 関前２－16－５
特別養護老人ホーム武蔵野館

日曜日
10:30 ～ 12:30

座ってフラダンス、
ゲームスポーツ、音楽

関前なのはな会
☎０７０－２１８８－７９３５

⑫ ルンルンサロン 関前４－17－３　
シュロス武蔵野

土曜日
14:00 ～ 16:00

朗読、折紙、
ペーパークラフト等

NPO法人DANKAI プロジェクト
☎０９０－２４９３－１１１６

⑬ どんぐり広場 境１－２－４
タウンコート武蔵野101

金曜日
14:00 ～ 16:00 健康相談等 どんぐり友の会

☎０４２２－３８－４９４４

⑭ マルセサロン 境１－16－18
ココファン武蔵境１階食堂

木曜日
14:00 ～ 16:00 朗読、脳トレ、ぬりえ等 はなみずき

☎０４２２－５１－３７５８

⑮ サロン弐番館 境２－４－22
グランダ武蔵野弐番館

水曜日
14:00 ～ 16:00 歌、ふまねっと等 きずなの会

☎０４２２－５４－７５８７

⑯ 五丁目クラブ 境５－28－４
都営境五丁目アパート集会所

木曜日
13:00 ～ 15:00 カラオケ等

五丁目クラブの会
☎０４２２－５１－５５８９
　０８０－２０３２－３６７８

⑰ iki なまちかど保健室 桜堤２－７－23
ウェルキースＡ

水曜日
10:00 ～ 14:30

脳トレ、健康講座、手話
ソング、コグニサイズ等

㈱みゅうちゅある
☎０４２２－５２－３１１１

⑱ 駅前deスマホ 境南町２－８－19
シルバーシティ武蔵境

月曜日
14:00 ～ 16:00

養生気功、スマホ入門講
座等

駅前deスマホ
☎０９０－４５４１－６２３６

⑲ 日高サロン 境南町３－１－10
日高荘

水曜日
13:30 ～ 15:30

脳トレ、音楽療法、
DVDコーラス等

日高の会
☎０４２２－５３－５９３７
　０４２２－３１－３８２４

⑳ Gsガーデン 境南町３－25－４
ぐっどういる境南屋上・山桃

木曜日
10:00 ～ 12:00

脳トレ、屋上の畑や花壇
の維持管理等

Gsガ－デングル－プ
☎０４２２－３１－９６５６

＊開催日時、利用料金、内容詳細等は各サロンにお問い合わせください（定員等が決まっているサロンもあるため、ご参加いただけないこともあります）。
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事業所 定期巡回サービス
　訪問介護と訪問看護が
密接に連携しながら、定
期的に利用者居宅を巡回
して日常生活の援助を行
います。

 高齢者等緊急訪問介護事業（レスキューヘルパー事業）

ひとり暮らし、高齢者のみの世帯の高齢者の在宅生活の継続を支援するため、疾病などの緊急時
に身体介護、家事援助の支援を行います。

 福祉総合相談窓口

8050問題など、複雑化・多様化している最近の市民の支援ニーズに対応するため、令和３年４月1日
より生活福祉課に福祉総合相談窓口を開設、福祉相談コーディネーターを配置しました。福祉に関する
ことで、どこに相談すればよいのかわからない、生活の不安や困りごとなどの相談を受け付けています。
　※相談方法
　　窓口 ： 生活福祉課（市役所東棟2階）　訪問による相談もできます。　☎60-1254
　　相談日・時間 ： 月曜日から金曜日（祝日、年末年始を除く）　午前８時30分から午後５時まで

 在宅医療と介護連携の強化

高齢化が進み、医療と介護の両方のサービスを必要とする方が増えています。
　疾病があっても、自宅などの住み慣れた生活の場で自分らしい生活を続けることができるようにす
るためには、医療と介護両方の関係機関が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療や介護サービスを
提供することが求められます。
　武蔵野市では、医療と介護の両方のサービスを必要とする高齢者の在宅生活を支えるために、医療
と介護の連携を強化していきます。

 高齢者安心コール事業

主にひとり暮らし高齢者の孤立防止、安否確認を目的として、専門職が週１回、決まった曜日・時間
帯にお電話をして、お体や暮らしに変わったこと・困ったことがないか、お伺いします。

 認知症相談

認知症のお困りごとについて、経験豊富な専門相談員が「面談」または「電話」でご相談に
応じます。予約制で毎月３回実施しています。認知症について、わからないこと、不安なこ
と、何でもお気軽にご相談ください。ご予約は、高齢者支援課相談支援係（☎60-1846）まで。

が
定
回
行
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訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪問介護と訪問看護が

密接に連携しながら、定
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して日常生活の援助を行

または
わからな

■日常生活を営むのに支障がある認知症高齢者に対して、週４回まで、１週
あたり最長４時間を限度に見守り、話し相手、散歩の付き添い等の支援を
行います。利用料は1時間あたり500円です。

■次の①～③すべてを満たす方がご利用いた
　だけます。
　①おおむね65歳以上の市民
　②認知症の症状を有している
　③利用にあたって身体介護を必要としない

※介護保険給付対象となる身体介護や家事援
　助は行いません。

。

一緒にゲームや
ぬり絵をする

散歩に行って、
いつもの喫茶店で
コーヒーをいただく

在宅介護・
地域包括支援
センター

市役所

③訪問調査の
　結果の連絡

①相談

②訪問調査

④支援の提供の決定

⑤サービスの提供の調整

⑥サービスの提供

訪問介護
事業所

本人

●次の①～③すべてを満たす方がご利用いただけます。
　①おおむね 65歳以上の市民 
　②ひとり暮らしまたは高齢者のみの世帯 
　③本人の急病などで一時的に支援が必要　　
　　※介護保険サービスを利用している（できる）方は除く

●サービスの提供は、１週あたり４時間まで、
　２週間以内 

●利用料は 30分 250円

利用料：500 円／月

毎週 決まった曜日・時間帯 
にお電話します

以下の条件を満たす方が
お使いいただけます
・武蔵野市内在住
・ひとり暮らし
・65歳以上
 （生活保護世帯の方は除く）

が

家族と離れて暮らしていて不安な方
定期の通院・服薬等が心配な方など

専門職がお電話します
・介護支援専門員
・社会福祉士
・介護福祉士
・看護師        など

武蔵野市内でひとり暮らしをしている高齢者の方に、毎週、専門職がお体や暮らしに
困ったことや変わったことがないか、電話でお伺いするサービスです。

後方支援、
広域調整
等の支援

その他の市刊行物
■武蔵野市介護サービス事業者リスト        ■介護保険料の手引き　第８期　令和３～５年度
■正しく知って利用しよう　介護保険(令和３年２月版)  ■みんなで知ろう認知症

高齢者福祉・介護保険関係の発行物のご紹介

高齢者福祉のサービスについて知りたい 武蔵野市の介護保険事業計画についてもっと知りたい

○高齢者サービスの手引き「い・き・い・き」 ○武蔵野市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画
　＜令和３～５年度＞

　高齢者の方々が安心して暮らせるために、市はも
とより関係機関が行っている高齢者福祉・医療サー
ビスや介護保険制度の内容やご利用方法などをわ
かりやすく１冊にまとめたものです。

（本書及び概要版）令和３年度から３年間の高齢者に関する保険福祉
事業及び介護保険事業についての具体的な個別施策、目標及び介護
サービスの見込み量等を定め老人福祉法に基づく高齢者福祉計画と
介護保険法に基づく介護保険事業計画を一体的に策定しています。

発行・作成 武蔵野市

配布場所
市役所本庁舎高齢者支援課、市政センター、在宅介
護・地域包括支援センター
※市HPからもダウンロードできます。

改訂 年１回（毎年６月頃）改訂版発行

発行・作成 武蔵野市

配布場所
市役所本庁舎高齢者支援課、各図書館、市政セン
ター、（コミュニティセンターでも閲覧可）
※市HPからもダウンロードできます。

改訂 ３年に１度発行

医療機関

訪問診療

訪問診療 利用者
・患者

介護サービス事業所

訪問看護事業所、薬局等

訪問看護等

介護サービス

一時入院
（急変時の一時受け入れ）

都道府県・保健所

在宅介護・地域包括
支援センター

連携

武蔵野市在宅医療介護連携支援室
（武蔵野市医師会）

関係機関の
連携体制の
構築支援

・在宅医療・介護連携推進協議会に
  よる協議
・在宅医療・介護連携に関する相談
・在宅医療・介護関係者の研修　等

後方支援、
広域調整
等の支援

利用者

野市市 師会） 支援
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事業所 定期巡回サービス
　訪問介護と訪問看護が
密接に連携しながら、定
期的に利用者居宅を巡回
して日常生活の援助を行
います。

 高齢者等緊急訪問介護事業（レスキューヘルパー事業）

ひとり暮らし、高齢者のみの世帯の高齢者の在宅生活の継続を支援するため、疾病などの緊急時
に身体介護、家事援助の支援を行います。

 福祉総合相談窓口

8050問題など、複雑化・多様化している最近の市民の支援ニーズに対応するため、令和３年４月1日
より生活福祉課に福祉総合相談窓口を開設、福祉相談コーディネーターを配置しました。福祉に関する
ことで、どこに相談すればよいのかわからない、生活の不安や困りごとなどの相談を受け付けています。
　※相談方法
　　窓口 ： 生活福祉課（市役所東棟2階）　訪問による相談もできます。　☎60-1254
　　相談日・時間 ： 月曜日から金曜日（祝日、年末年始を除く）　午前８時30分から午後５時まで

 在宅医療と介護連携の強化

高齢化が進み、医療と介護の両方のサービスを必要とする方が増えています。
　疾病があっても、自宅などの住み慣れた生活の場で自分らしい生活を続けることができるようにす
るためには、医療と介護両方の関係機関が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療や介護サービスを
提供することが求められます。
　武蔵野市では、医療と介護の両方のサービスを必要とする高齢者の在宅生活を支えるために、医療
と介護の連携を強化していきます。

 高齢者安心コール事業

主にひとり暮らし高齢者の孤立防止、安否確認を目的として、専門職が週１回、決まった曜日・時間
帯にお電話をして、お体や暮らしに変わったこと・困ったことがないか、お伺いします。

 認知症相談

認知症のお困りごとについて、経験豊富な専門相談員が「面談」または「電話」でご相談に
応じます。予約制で毎月３回実施しています。認知症について、わからないこと、不安なこ
と、何でもお気軽にご相談ください。ご予約は、高齢者支援課相談支援係（☎60-1846）まで。

が
定
回
行

事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所所 定定定定定定期定期定定定定定定定定定定定期定定定期定期定期定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定定期期定定定定期定定定期定定定定定期定定定定定定定定定定期期定定定定定定定定定期期期定定定定定定定定定定定期期定定定定定定定定定定定定定定定定期期定定定定定定定定定定定定定定定期期巡回サービス
訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪訪問介護と訪問看護が

密接に連携しながら、定
期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的期的的的期的期的期的期的期的期的的的期的期的的期的期的期的期的期的期的的的期的的期期的期的的的期的期的期期期的的的的的期期期的期期 に利に利に利に利に利に利利に利利に利に利に利利利に利に利に利に利に利に利に利に利に利利に利に利に利に利に利に利に利に利利に利利利利利利に利に利利にに利利に利利利に利利に利利利利利利に利利利利利利利利に利に利用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者者用者者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用者用用者用者者者用者用者用者用者用者用者者用者用者用者用者者者用用者用者用者用者用者用者用者用用者用者用者用者居居居居居居宅居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居居 を巡回
して日常生活の援助を行

または
わからな

■日常生活を営むのに支障がある認知症高齢者に対して、週４回まで、１週
あたり最長４時間を限度に見守り、話し相手、散歩の付き添い等の支援を
行います。利用料は1時間あたり500円です。

■次の①～③すべてを満たす方がご利用いた
　だけます。
　①おおむね65歳以上の市民
　②認知症の症状を有している
　③利用にあたって身体介護を必要としない

※介護保険給付対象となる身体介護や家事援
　助は行いません。

。

一緒にゲームや
ぬり絵をする

散歩に行って、
いつもの喫茶店で
コーヒーをいただく

在宅介護・
地域包括支援
センター

市役所

③訪問調査の
　結果の連絡

①相談

②訪問調査

④支援の提供の決定

⑤サービスの提供の調整

⑥サービスの提供

訪問介護
事業所

本人

●次の①～③すべてを満たす方がご利用いただけます。
　①おおむね 65歳以上の市民 
　②ひとり暮らしまたは高齢者のみの世帯 
　③本人の急病などで一時的に支援が必要　　
　　※介護保険サービスを利用している（できる）方は除く

●サービスの提供は、１週あたり４時間まで、
　２週間以内 

●利用料は 30分 250円

利用料：500 円／月

毎週 決まった曜日・時間帯 
にお電話します

以下の条件を満たす方が
お使いいただけます
・武蔵野市内在住
・ひとり暮らし
・65歳以上
 （生活保護世帯の方は除く）

が

家族と離れて暮らしていて不安な方
定期の通院・服薬等が心配な方など

専門職がお電話します
・介護支援専門員
・社会福祉士
・介護福祉士
・看護師        など

武蔵野市内でひとり暮らしをしている高齢者の方に、毎週、専門職がお体や暮らしに
困ったことや変わったことがないか、電話でお伺いするサービスです。

後方支援、
広域調整
等の支援

その他の市刊行物
■武蔵野市介護サービス事業者リスト        ■介護保険料の手引き　第８期　令和３～５年度
■正しく知って利用しよう　介護保険(令和３年２月版)  ■みんなで知ろう認知症

高齢者福祉・介護保険関係の発行物のご紹介

高齢者福祉のサービスについて知りたい 武蔵野市の介護保険事業計画についてもっと知りたい

○高齢者サービスの手引き「い・き・い・き」 ○武蔵野市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画
　＜令和３～５年度＞

　高齢者の方々が安心して暮らせるために、市はも
とより関係機関が行っている高齢者福祉・医療サー
ビスや介護保険制度の内容やご利用方法などをわ
かりやすく１冊にまとめたものです。

（本書及び概要版）令和３年度から３年間の高齢者に関する保険福祉
事業及び介護保険事業についての具体的な個別施策、目標及び介護
サービスの見込み量等を定め老人福祉法に基づく高齢者福祉計画と
介護保険法に基づく介護保険事業計画を一体的に策定しています。

発行・作成 武蔵野市

配布場所
市役所本庁舎高齢者支援課、市政センター、在宅介
護・地域包括支援センター
※市HPからもダウンロードできます。

改訂 年１回（毎年６月頃）改訂版発行

発行・作成 武蔵野市

配布場所
市役所本庁舎高齢者支援課、各図書館、市政セン
ター、（コミュニティセンターでも閲覧可）
※市HPからもダウンロードできます。

改訂 ３年に１度発行

医療機関

訪問診療

訪問診療 利用者
・患者

介護サービス事業所

訪問看護事業所、薬局等

訪問看護等

介護サービス

一時入院
（急変時の一時受け入れ）

都道府県・保健所

在宅介護・地域包括
支援センター

連携

武蔵野市在宅医療介護連携支援室
（武蔵野市医師会）

関係機関の
連携体制の
構築支援

・在宅医療・介護連携推進協議会に
  よる協議
・在宅医療・介護連携に関する相談
・在宅医療・介護関係者の研修　等

後方支援、
広域調整
等の支援

利用者

野市市 師会） 支援



　高齢者が安心して住み慣れた地域で生活を続けられるよう、地域に根ざした総合相談窓口として、
在宅介護・地域包括支援センターを設置しています。
　高齢者に関するお悩みやお困りごとは、お住まいの地域の在宅介護・地域包括支援センターへご相談
ください。

武蔵野市健康福祉部高齢者支援課
〒180-8777　武蔵野市緑町2-2-28
FAX 0422-51-9218　
e-mail　sec-kourei@city.musashino.lg.jp

▲

吉祥寺南町

吉祥寺本町

吉祥寺
東町

吉祥寺
北町

中町

関前
桜堤

境

境南町

西久保

八幡町
緑
町

市役所

御殿山

三鷹駅三鷹駅 吉祥寺駅吉祥寺駅武蔵境駅武蔵境駅 三鷹駅 吉祥寺駅武蔵境駅

●①

●②

●③

●④
●⑤

●⑥

●⑦

〈担当地区〉
吉祥寺本町全域
御殿山2丁目

〈担当地区〉
境南町全域

〈担当地区〉
関前全域
境全域
桜堤全域

〈担当地区〉
中町全域
西久保全域
緑町全域
八幡町全域

〈担当地区〉
市内全域

〈担当地区〉
吉祥寺北町全域

〈担当地区〉
吉祥寺東町全域
吉祥寺南町全域
御殿山1丁目

相 談 窓 口

内　容 高齢者福祉及び介護保険制度に関すること 相談窓口 電話番号

問い合わせ

市の高齢者サービスに関すること 相談支援係 ☎60-1846

介護保険サービスの利用やサービス提供事業者に関すること 介護保険係
（介護サービス担当） ☎60-1925

要介護（要支援）認定に関すること 介護認定係 ☎60-1866
介護保険料、介護保険サービス利用料等に関すること 介護保険係 ☎60-1845
上記以外に関すること 管理係 ☎60-1940

令和３年６月

武 蔵 野 市

第8期（令和３～５年度）介護保険事業計画が始まりました

武蔵野市の介護保険第８期事業期間
（令和３年４月～令和６年３月）のポイント

武蔵野市の介護保険武蔵野市の介護保険武蔵野市の介護保険
●介護保険料を据え置きました●

武蔵野市の介護保険の特徴　    →３ページ

介護保険サービスを利用するには？   →４ページ

介護保険料基準額（平均額）が据え置かれました →５ページ

介護サービス利用時の自己負担割合について  →８ページ

武蔵野市独自の福祉サービスをさらに充実します →12ページ

住み慣れた地域で安心して生活を継続できる　
まちづくりを目指します　　    →10ページ

介護保険料は
いくら払えばいいの？

介護保険のサービスを
使うにはどうすればいいの？

施設名称 住所・電話番号 窓口時間
①ゆとりえ
　在宅介護・地域包括支援センター
　（社会福祉法人　武蔵野）

吉祥寺南町 4丁目 25番 5号
☎72－ 0313

・月曜日～土曜日
・午前8時 30分～午後 5時 15分
上記時間外は「特別養護老人ホームゆとりえ」に転送され電話相談になります。

②吉祥寺本町
　在宅介護・地域包括支援センター
　（特定非営利活動法人
　日本アビリティーズ協会）

吉祥寺本町 4丁目 20番 13号
☎23－ 1213

・月曜日～土曜日
・午前8時 30分～午後 5時 15分
上記時間外は携帯電話に転送され電話相談になります。

③高齢者総合センター
　在宅介護・地域包括支援センター
　（公益財団法人
　武蔵野市福祉公社）

緑町2丁目 4番 1号
☎51－ 1974

・月曜日～土曜日
・午前8時 30分～午後 5時 15分
上記時間外は携帯電話に転送され電話相談になります。

④吉祥寺ナーシングホーム
　在宅介護・地域包括支援センター
　（社会福祉法人　至誠学舎東京）

吉祥寺北町 2丁目 9番 2号
☎20－ 0847

・月曜日～土曜日
・午前8時 30分～午後 5時 15分
上記時間外は「特別養護老人ホーム吉祥寺ナーシングホーム」に転送され電話
相談になります。

⑤桜堤ケアハウス
　在宅介護・地域包括支援センター
　（社会福祉法人　武蔵野）

桜堤1丁目 9番 9号
☎36－ 5133

・月曜日～土曜日
・午前8時 30分～午後 5時 15分
上記時間外は「特別養護老人ホームゆとりえ」に転送され電話相談になります。

⑥武蔵野赤十字
　在宅介護・地域包括支援センター
　（日本赤十字社　東京都支部）

境南町 1丁目 26番１号
☎32－ 3155

・月曜日～土曜日
・午前8時 30分～午後 5時 15分
上記時間外は携帯電話に転送され電話相談になります。

⑦武蔵野市
　地域包括支援センター

緑町2丁目 2番 28号（市役所内）
☎60－ 1947

・月曜日～金曜日
・午前8時 30分～午後 5時（基幹型）


